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２０１２年１月２７日

＜報道関係各位＞

「レスポンシブル・ケア報告書２０１１」を発行
化学業界が進める“環境・安全・健康”確保のための活動を紹介
一般社団法人 日本化学工業協会

一般社団法人日本化学工業協会（会長： 藤吉建二　三井化学株式会社会長　以下、日化協）はこのほど、化学業界が取り組んでいる環境安全活動を紹介した「レスポンシブル・ケア報告書２０１１」（Ａ４版、３６頁）を発行いたしました。
レスポンシブル・ケア（ＲＣ）は、世界の５５の国・地域で導入され、日本では現在８６社の化学企業が自主的に取り組んでいる環境安全活動で、その活動は、化学物質の製造から最終消費、廃棄・リサイクルに至る全ての過程において、“環境保全”、“保安防災”、“労働安全衛生”、“化学品・製品安全”、“物流安全”を確保し、これら取り組みの成果について社会に公表し、対話を通じて改善を図っていくことに主眼がおかれています。
本報告書は、２０１０年度における日本のＲＣ活動を網羅的に紹介したもので、官公庁、大学・図書館等の教育関連機関のほか希望される方に配布し、化学業界の活動に対する認知拡大、理解促進に努めています。
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＜「レスポンシブル・ケア報告書２０１１」の主なトピックス＞


【環境保全＜省エネルギー・地球温暖化対策＞】　（８ページ掲載）
◇省エネルギーの推進において化学業界は2010年度、エネルギー原単位指数を前年度比2ポイント改善し、基準年（１９９０年度）を１００として８３まで低減しました。これは日本の化学工業の生産効率が年々上昇していることを示しています。


◇温室効果ガスの排出削減に関し、2010年度の化学業界のＣＯ2排出量は、前年度に比べ生産量が

増加したことにより3.1％増加しましたが、同ＣＯ2排出原単位指数は、前年度に比べ3ポイント改善し、基準年（１９９０年度）を１００として７９まで低減しています。

【保安防災】　（１７ページ掲載）

◇大規模地震への対応に関し、東日本大震災後アンケート調査を実施した結果（回答88社）、被災した

会員が実際に役立ったと判断している対策は、地震を想定した防災訓練の実施（74％）や設備等の耐震診断と対策工事（57％）と回答した企業が多く、化学業界において普段からの保安防災対策が震災時に役立っていたことがわかりました。

【化学品・製品安全】　（２４～２７ページ掲載）

◇2020年までに化学物質のリスク（人の健康、環境への影響）を最小化するという世界共通の目標達成のため、各国政府、産業界は「化学物質管理のための戦略的行動計画（SAICM）」実現に向けて具体的な取り組みを進めています。日化協では危険有害性の高さと接触する機会（曝露量）の両面から化学物質を評価し、その評価結果に基づいて化学物質を管理していく新しい化学品管理の取り組み「ＧＰＳ／ＪＩＰＳ（Global Product Strategy／Japan Initiative of Product Stewardship）」を本格的にスタートしました。



以 上
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■本件に関するお問い合わせ先■


一般社団法人 日本化学工業協会・広報部　　高橋／小林　　　TEL：０３－３２９７－２５５５




















